
施設カルテの見方 

１．全体の構成 

この施設カルテは、令和４年１２月２０日時点のものです。 

施設カルテ全体の構成は次のとおりです。 

① ～⑮については、次のページ以降に「２．各項目の見方」として説明しています。 
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２．各項目の見方 

主な項目を抽出して記載しています。 

■施設の概要 

①施設コード 東大和市公共施設等総合管理計画で扱う施設分類に基づいています。 

大分類、中分類、細分類の階層で分類しています。 

②複合施設区分 

 複合施設名 

「複合施設区分」は、「単独」、「複合」、「併設」の３区分で示しています。 

「複合」は、同一建物内に、異なる用途区分類の施設がある場合を示しま

す。 

「複合施設名」とは、同一建物内に、異なる用途分類の施設がある場合に、

その施設を示しています。 

③耐用年数 税法上定められた、会計上の価値を有する年数を示しています。 

④棟数 施設を構成する建物の棟数です。1棟にみえる建物でも、複数の棟からな

っているものもあります。また、倉庫などの建物も棟数に含んでいます。 

⑤バリアフリー 該当設備がある場合には「有」。無い場合は「無」としています。 

⑥耐震性 「耐震基準」は、地震に対して建築物を安全に設計するための指針として

建築基準法で定められています。昭和５６年（１９８１年）６月１日以降

の建築確認において適用されている基準を「新耐震基準」といい、その前

日まで適用されていた基準を「旧耐震基準」といいます。 

【耐震基準】  【耐震診断】  【耐震工事】 

新耐震基準    対応不要    対応不要  

旧耐震基準     実施済       実施済 

    対応不要 

 未実施     未実施 

⑦配置図 施設と最寄駅の距離を地図上で示しています。 

 

■コスト関連情報 

⑧収入、運営経費、 

資本的経費 

金額は、円単位で表記しています。 

運営経費は、光熱水費、人件費など、施設運営のために支出された費用を

示しています。 

資本的経費は、施設の新設、大規模な改修工事など、資産価値を向上させ

るために支出された費用です。 

⑨減価償却費 

 

保有している資産の価値をその償却期間（取得時の価値が無くなるまでの

使用期限）に分配して費用化する会計上のコストを示しています。 

固定資産台帳の値を引用しています。固定資産台帳を作成していない令和

３年度の値は、「－」としました。 

令和３年度の値は、固定資産台帳が作成され次第、更新します。 

⑩総コスト 減価償却費を含む費用。 

ここでは、運営経費＋資本的経費＋減価償却費の合計。 

⑪運営経費のグラフ 運営経費が「0」又は「0」近くで推移している場合などは、軸の目盛間隔

が適切に表示されない場合があります。 



■施設評価 

⑫評価基準 

次の評価基準に基づきます。 

大項目 細項目 
基本的な 
考え方 

指標 

評価基準 

備考 優 標準 劣 

3 2 1 

建物性能 

経過年数 
耐用年数に対

する経過年数

の比較 

経過年数÷

耐用年数 
0.5 未満 

0.5 以上

1.0 未満 
1.0 以上 

例：耐用年数

50 年で経過

年数 25 年の

場合→0.5 

設備 
耐震化を中心

とした評価の

比較 

耐震化と 

バリアフリー

の状況 

耐震化済み 

＋ 

バリアフリー 

耐震化済み 

耐震化未了 

又は 

旧耐震で耐震

診断未実施 

 

利用 

利用総数 

中分類ごとの

年間利用人数

平均値との比

較 

年間利用人数 
平均より５％

以上上まわる 

平均±５％ 

未満の数値 

平均より５％

以上下まわる 

中分類ごとの

年間利用人数

（平均）※1 

推移 
最新年度と前

年度との比較 

利用総数 

の 

増減率 

前年比＋５％ 

以上増加 

前年比±５％ 

前年未満 

前年比－５％ 

以上減少 
 

コスト 効率性 

中分類ごとの

１㎡あたりコ

スト平均値と

の比較 

延床面積 

１㎡あたり 

のコスト 

平均より５％

以上下まわる 

平均±５％ 

未満の数値 

平均より５％

以上上まわる 

中分類ごと

の延床面積 

１㎡あたり 

のコスト 

（平均）※１ 

立地 
交通アク
セス 

鉄道駅距離か

らの距離で比

較 

駅からの距離 500ｍ未満 
500ｍ以上 

１㎞未満 
1 ㎞以上 

鉄道駅は、施

設からの最寄

駅を設定 

（注）値が無い場合は、各指標のランクは「０」、又は「未評価（ランクなし）」となっています。 

※1 中分類ごとの各平均値 令和３年度 

 用途分類_中分類 年間利用人数（人） 
延床面積 

１㎡あたりのコスト（円） 
（総コスト÷延床面積） 

学校 423 8705 

学校給食センター － 31,576 

その他の教育施設 965 25,374 

集会施設 7,813 22,109 

社会教育文化施設 25,146 34,535 

スポーツ施設 16,946 13,583 

レクリエーション施設 14,380 － 

市民農園 48 25,646 

保育園 － 309,844 

児童施設 5,557 105,134 

その他子育て支援施設 10,620 241,642 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑬経過年数/耐用

年数と建物維持管

理費（円/㎡）の散

布図 

〈凡例〉

 

 

■利用関連情報 

⑭稼働率（全体） 年間利用件数を年間利用可能件数で除した値の百分率です。 

年間利用件数／年間利用可能件数 ×１００（％） 

緑の棒グラフは、割合を表します。 

⑮稼働率（個別） 施設の各部屋の利用の稼働率を示します。 

年間利用件数／年間利用可能件数 ×１００（％） 

緑の棒グラフは、割合を表します。 

 

 

用途分類_中分類 年間利用人数（人） 
１㎡あたりのコスト（円） 
（総コスト÷延床面積） 

高齢者施設 
4,205 76,19５ 

障害者施設 
40,340 310,098 

保健施設 5,124 629,590 

庁舎等 － 24,391 

保管倉庫 － 765 

リサイクル施設 － 0 

市民センター 4,160 11,913 

消防団詰所 － 7,728 

備蓄倉庫 － 2 

備蓄コンテナ － 36 

市営住宅 － 14,259 

その他公園施設 － 8,783 

公園内便所 － 104,360 

公衆便所 － 56,057 

自転車等駐車場 － － 

駅前広場（東大和市

駅・玉川上水駅） 
－ 0 

その他 － 2,665 


